
雇用保険法第六十条の二第一項に規定する厚生労働大臣が指定する
教育訓練の指定基準の一部を改正する件について（報告）

• 専修学校の行う職業実践専門課程やキャリア形成促進プログラム（文部科学大臣認定）のうち、訓練の期間等の

基準を満たすものについては、特に職業に必要な実践的かつ専門的な能力を体系的に身につけ、労働者の中長期

的なキャリア形成に資すると考えられることから、雇用保険法の教育訓練給付の対象となる専門実践教育訓練の

指定対象としている。

現行

• 学校教育法の一部を改正する法律（令和６年法律第50号）により、一定の要件を満たす専修学校には一年以上を

修業年限とする専攻科を設置することができることとされたところ。

• 専攻科は、専門課程を修了した者等に対して、精深な程度において特別の事項を教授し、その研究を指導するこ

とを目的とするものであり、既に指定対象としている専門課程等のさらに上位に位置づけられるものであること

から、文部科学大臣の認定を受けた専攻科については、専門課程等と同様に専門実践教育訓練の指定対象とする。

• これらの内容を反映するため、指定基準告示について次のとおり改正を行う。※赤字下線が主な改正部分

改正の概要

• 令和９年４月１日

適用期日

類型 教育訓練の期間

○専修学校の専門課程、専攻科のうち文部科学大臣が職業実践専門課

程として認定したもの

○専修学校の専門課程、専攻科、特別の課程のうち文部科学大臣が

キャリア形成促進プログラムとして認定したもの

○職業実践専門課程：１年以上２年以内

○キャリア形成促進プログラム
・専門課程、専攻科：１年以上２年未満
・特別の課程（履修証明プログラム）：120時間以上かつ２年未満

資料４
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